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１ 

 

５年市長提出第５１号議案 

瀬戸市市税条例の一部改正について 

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市市税条例の一部を改正する条例 

瀬戸市市税条例（昭和４０年瀬戸市条例第６号）の一部を次のように改

正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（法人税割の税率の特例） （法人税割の税率の特例） 

第２３条の２ 令和６年１０月１日から開始し、

令和１１年９月３０日までの間に終了する各事

業年度分の法人税割に対する法人税額に係る法

人税割の税率は、第３４条の４の規定にかかわ

らず、１００分の８．４とする。 

第２３条の２ 令和元年１０月１日から開始し、 

令和６年９月３０日までの間に終了する各事業

年度分の法人税割に対する法人税額に係る法人

税割の税率は、第３４条の４の規定にかかわら

ず、１００分の８．４とする。 

２から６まで ＜省略＞ ２から６まで ＜省略＞ 
  

附 則 

この条例は、令和６年１０月１日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、法人税割の税率の特例を延長するに当たり、瀬

戸市市税条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 



 



２ 

 

５年市長提出第５２号議案 

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部改正について 

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例を次のよ

うに定めるものとする。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例の一部を改正する条例 

瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例（昭和５１年瀬戸市条例第２１

号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付の 

申請） 

（多機能端末機による印鑑登録証明書の交付の 

申請） 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑登

録者は、利用者証明用電子証明書（電子署名等

に係る地方公共団体情報システム機構の認証業

務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）

第２２条第１項に規定する個人番号カード用利

用者証明用電子証明書又は同法第３５条の２第

１項に規定する移動端末設備用利用者証明用電

子証明書をいう。）を利用して、多機能端末機

（市の電子計算組織と電気通信回線で接続され

た端末機であって、証明書の自動交付を行う機

能を有するものをいう。）にて必要な操作を行

うことにより、印鑑登録証明書の交付を申請し

、その交付を受けることができる。 

第１０条の２ 前条の規定にかかわらず、印鑑登

録者は、行政手続における特定の個人を識別す

るための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第２条第７項に規定する個人

番号カードを使用して、多機能端末機（市の電

子計算組織と電気通信回線で接続された端末機

であって、証明書の自動交付を行う機能を有す

るものをいう。）に暗証番号を入力することに

より、印鑑登録証明書の交付を申請し、その交

付を受けることができる。 

  

附 則 

 この条例は、規則で定める日から施行する。 



３ 

 

 

（理 由） 

 この案を提出するのは、電子署名等に係る地方公共団体情報システム機

構の認証業務に関する法律（平成１４年法律第１５３号）の一部改正を考

慮し、移動端末設備用利用者証明用電子証明書で印鑑登録証明書を交付す

るに当たり、瀬戸市印鑑の登録及び証明に関する条例中所要の事項を改正

するため必要があるからである。 

 

 

 

  



４ 

 

５年市長提出第５３号議案 

瀬戸市火災予防条例の一部改正について 

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとす

る。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市火災予防条例の一部を改正する条例 

瀬戸市火災予防条例（昭和３７年瀬戸市条例第１６号）の一部を次のよ

うに改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

（変電設備） （変電設備） 

第１１条 屋内における変電設備（全出力２０キ

ロワット以下のもの及び次条に掲げるものを除

く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次

に掲げる基準によらなければならない。 

第１１条 屋内における変電設備（全出力２０キ

ロワット以下のもの及び次条に掲げるものを除

く。以下同じ。）の位置、構造及び管理は、次

に掲げる基準によらなければならない。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

（３の２） 建築物等の部分との間に換気、点検及

び整備に支障のない距離を保つこと。 

（３の２） キュービクル式のものにあっては、建

築物等の部分との間に換気、点検及び整備に

支障のない距離を保つこと。 

（３の３）から⑽まで ＜省略＞ （３の３）から⑽まで ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 

（急速充電設備） （急速充電設備） 

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で

変圧して、電気自動車等（電気を動力源とする

自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他

これらに類するものをいう。以下同じ。）にコ

ネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接

第１１条の２ 急速充電設備（電気を設備内部で

変圧して、電気自動車等（電気を動力源とする

自動車、原動機付自転車、船舶、航空機その他

これらに類するものをいう。以下同じ。）にコ

ネクター（充電用ケーブルを電気自動車等に接



５ 

 

続するためのものをいう。以下同じ。）を用い

て充電する設備（全出力２０キロワット以下の

ものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧す

る機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネ

クター及び充電用ケーブルを収納する設備で、

変圧する機能を有しないものをいう。以下同

じ。）により構成されるものをいう。以下同

じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基

準によらなければならない。 

続するためのものをいう。以下同じ。）を用い

て充電する設備（全出力２０キロワット以下の

ものを除く。）をいい、分離型のもの（変圧す

る機能を有する設備本体及び充電ポスト（コネ

クター及び充電用ケーブルを収納する設備で、

変圧する機能を有しないものをいう。以下同

じ。）により構成されるものをいう。以下同

じ。）にあっては、充電ポストを含む。以下同

じ。）の位置、構造及び管理は、次に掲げる基

準によらなければならない。 

⑴から⑶まで ＜省略＞ ⑴から⑶まで ＜省略＞ 

⑷ その筐
きょう

体は雨水等の浸入防止の措置を講

ずること。 

⑷ 雨水等の浸入防止の措置を講ずること。 

⑸から⒆まで ＜省略＞ ⑸から⒆まで ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（蓄電池設備） （蓄電池設備） 

第１３条 蓄電池設備（蓄電池容量が１０キロワ

ット時以下のもの及び蓄電池容量が１０キロワ

ット時を超え２０キロワット時以下のものであ

って蓄電池設備の出火防止措置及び延焼防止措

置に関する基準（令和５年消防庁告示第７号）

第２に定めるものを除く。以下同じ。）は、地

震等により容易に転倒し、亀裂し、又は破損し

ない構造とすること。この場合において、開放

形鉛蓄電池を用いたものにあっては、その電槽

は、耐酸性の床上又は台上に設けなければなら

ない。 

第１３条 屋内に設ける蓄電池設備（定格容量と

電槽数の積の合計が４，８００アンペアアワ

ー・セル未満のものを除く。以下同じ。）の電

槽は、耐酸性の床上又は台上に、転倒しないよ

うに設けなければならない。ただし、アルカリ

蓄電池を設ける床上又は台上にあっては、耐酸

性の床又は台としないことができる。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 第１項に規定するもののほか、屋外に設ける

蓄電池設備（柱上及び道路上に設ける電気事業

者用のもの、蓄電池設備の出火防止措置及び延

焼防止措置に関する基準第３に定めるもの並び

に消防長が火災予防上支障がないと認める構造

を有するキュービクル式のものを除く。）にあ

３ 屋外に設ける蓄電池設備は、雨水等の浸入防

止の措置を講じたキュービクル式のものとしな

ければならない。 



６ 

 

っては、建築物から３メートル以上の距離を保

たなければならない。ただし、不燃材料で造

り、又は覆われた外壁で開口部のないものに面

するときは、この限りでない。 

４ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄

電池設備の位置、構造及び管理の基準について

は、第１０条第４号、第１１条第１項第３号の

２、第５号、第６号及び第９号並びに第１１条

の２第１項第４号の規定を準用する。 

４ 前項に規定するもののほか、屋外に設ける蓄

電池設備の位置、構造及び管理の基準について

は、第１０条第４号、第１１条第１項第３号の

２、第５号、第６号及び第９号並びに第２項並

びに本条第１項の規定を準用する。 

（火を使用する設備等の設置の届出） （火を使用する設備等の設置の届出） 

第４４条 火を使用する設備又はその使用に際

し、火災の発生のおそれのある設備のうち、次

に掲げるものを設置しようとする者は、あらか

じめ、その旨を消防長に届け出なければならな

い。 

第４４条 火を使用する設備又はその使用に際

し、火災の発生のおそれのある設備のうち、次

に掲げるものを設置しようとする者は、あらか

じめ、その旨を消防長に届け出なければならな

い。 

⑴から⑿まで ＜省略＞ ⑴から⑿まで ＜省略＞ 

⒀ 蓄電池設備（蓄電池容量が２０キロワット

時以下のものを除く。） 

⒀ 蓄電池設備 

⒁及び⒂ ＜省略＞ ⒁及び⒂ ＜省略＞ 

別表第３（第３条、第３条の２、第３条の３、第

３条の４、第４条、第５条、第７条、第８条、

第８条の２、第１８条、第１９条、第２０条、

第２１条関係） 

 

種類 離隔距離（㎝） 

 入 

力 

上 

方 

側 

方 

前 

方 

後 

方 

備 

考 

＜省略＞ 

厨

房

設

備 

気

体

燃

料 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜省略＞ ＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

注

：

機

器

本

体

上 

別表第３（第３条、第３条の２、第３条の３、第

３条の４、第４条、第５条、第７条、第８条、

第８条の２、第１８条、第１９条、第２０条、

第２１条関係） 

 

種類 離隔距離（㎝） 

 入 

力 

上 

方 

側 

方 

前 

方 

後 

方 

備 

考 

＜省略＞ 

厨

房

設

備 

気

体

燃

料 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜省略＞ ＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

＜

省

略

＞ 

注

：

機

器

本

体

上 



７ 

 

 

 固

体

燃

料 

不

燃

以

外 

木

炭

を

燃

料

と

す

る

も

の 
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＜省略＞  

＜省略＞ 

 備考 ＜省略＞ 備考 ＜省略＞ 

附 則 

 （施行期日） 

１ この条例は、令和６年１月１日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この条例の施行の際現に設置されている燃料電池発電設備、変電設備、

内燃機関を原動力とする発電設備及びこの条例による改正後の瀬戸市火
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災予防条例（以下「新条例」という。）第１３条第１項に規定する蓄電

池設備（附則第４項に掲げるものを除く。）（以下この項において「燃

料電池発電設備等」という。）又は現に設置の工事中である燃料電池発

電設備等のうち、新条例第１１条第１項第３号の２（新条例第８条の３

第１項及び第３項、第１１条第３項、第１２条第２項及び第３項並びに

第１３条第２項及び第４項において準用する場合を含む。）の規定に適

合しないものについては、この規定にかかわらず、なお従前の例による。 

３ この条例の施行の際現に設置され、又は設置の工事がされている新条

例第１３条第１項に規定する蓄電池設備（次項に掲げるものを除く。）

のうち、新条例第１３条第１項の規定に適合しないものについては、こ

の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

４ 新条例第１３条第１項に規定する蓄電池設備に新たに該当することと

なるもののうち、この条例の施行の際現に設置されているもの及びこの

条例の施行の日から起算して２年を経過する日までの間に設置されたも

ので、同条の規定に適合しないものについては、当該規定は、適用しな

い。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対

象火気器具等の取扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令（平

成１４年総務省令第２４号）の一部改正に伴い、瀬戸市火災予防条例中所

要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第５４号議案 

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め 

る条例の一部改正について 

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例の一部を改正する条例 

瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定める条

例（平成２６年瀬戸市条例第２６号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

附 則 附 則 

（職員に関する経過措置） （職員に関する経過措置） 

第３条 当分の間、第１０条第３項の規定の適用 

については、同項中「修了したもの」とあるの 

は、「修了したもの（その者の研修計画を定め 

た上で、放課後児童支援員としての業務に従事 

することとなった日から２年以内に当該研修を

修了することを予定している者を含む。）」と

する。 

第３条 施行日から平成３２年３月３１日までの 

間、第１０条第３項の規定の適用については、 

同項中「修了したもの」とあるのは、「修了し 

たもの（平成３２年３月３１日までに修了する 

ことを予定している者を含む。）」とする。 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 
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この案を提出するのは放課後児童支援員の要件に係る事項を改めるに当

たり、瀬戸市放課後児童健全育成事業の設備及び運営に関する基準を定め

る条例中所要の事項を改正するため必要があるからである。 
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５年市長提出第５５号議案 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部改正について 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例の一

部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例

の一部を改正する条例 

瀬戸市家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例（平

成２６年瀬戸市条例第２４号）の一部を次のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

目次 目次 

 第１章から第４章まで ＜省略＞  第１章から第４章まで ＜省略＞ 

 第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８

条） 

 第５章 事業所内保育事業（第４２条―第４８

条） 

第６章 雑則（第４９条）  

附則 附則 

（保育の内容） （保育の内容） 

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省

令第６３号）第３５条に規定する内閣総理大臣

が定める指針に準じ、家庭的保育事業の特性に

留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に応

じた保育を提供しなければならない。 

第２５条 家庭的保育事業者は、児童福祉施設の

設備及び運営に関する基準（昭和２３年厚生省

令第６３号）第３５条に規定する厚生労働大臣

が定める指針に準じ、家庭的保育事業の特性に

留意して、保育する乳幼児の心身の状況等に応

じた保育を提供しなければならない。 

 （準用） （準用） 
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第４８条 ＜省略＞ 第４８条 ＜省略＞ 

第６章 雑則  

（電磁的記録）  

第４９条 家庭的保育事業者等及びその職員は、

記録、作成その他これらに類するもののうち、

この条例の規定において書面（書面、書類、文

書、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字

、図形等人の知覚によって認識することができ

る情報が記載された紙その他の有体物をいう。

以下この条において同じ。）で行うことが規定

されている又は想定されるものについては、書

面に代えて、当該書面に係る電磁的記録（電子

的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては

認識することができない方式で作られる記録で

あって、電子計算機による情報処理の用に供さ

れるものをいう。）により行うことができる。 

 

  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準

（平成２６年厚生労働省令第６１号）の一部改正に伴い、瀬戸市家庭的保

育事業等の設備及び運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正す

るため必要があるからである。 
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５年市長提出第５６号議案 

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部改正について 

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例の一部を改正する条例を次のように定めるものとする。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関す

る基準を定める条例の一部を改正する条例 

瀬戸市特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準

を定める条例（平成２６年瀬戸市条例第２５号）の一部を次のように改正

する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

目次 

 第１章及び第２章 ＜省略＞ 

 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基

準 

  第１節から第３節まで ＜省略＞ 

 第４章 雑則（第５３条） 

附則 

目次 

 第１章及び第２章 ＜省略＞ 

 第３章 特定地域型保育事業の運営に関する基

準 

  第１節から第３節まで ＜省略＞ 

 

附則 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第５条 ＜省略＞ 第５条 ＜省略＞ 

 ２ 特定教育・保育施設は、利用申込者からの申

出があった場合には、前項の規定による文書の

交付に代えて、第５項で定めるところにより、

当該利用申込者の承諾を得て、当該文書に記す
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べき重要事項を電子情報処理組織を使用する方

法その他の情報通信の技術を利用する方法であ

って次に掲げるもの（以下この条において「電

磁的方法」という。）により提供することがで

きる。この場合において、当該特定教育・保育

施設は、当該文書を交付したものとみなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア

又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設の使用に係る電子計 

算機と利用申込者の使用に係る電子計算機 

とを接続する電気通信回線を通じて送信し 

、受信者の使用に係る電子計算機に備えら 

れたファイルに記録する方法 

イ 特定教育・保育施設の使用に係る電子計 

算機に備えられたファイルに記録された前 

項に規定する重要事項を電気通信回線を通 

じて利用申込者の閲覧に供し、当該利用申 

込者の使用に係る電子計算機に備えられた 

ファイルに当該重要事項を記録する方法（ 

電磁的方法による提供を受ける旨の承諾又 

は受けない旨の申出をする場合にあっては 

、特定教育・保育施設の使用に係る電子計 

算機に備えられたファイルにその旨を記録 

する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに前項に規定する重要事項を記

録したものを交付する方法 

 ３ 前項に掲げる方法は、利用申込者がファイル

への記録を出力することによる文書を作成する

ことができるものでなければならない。 

 ４ 第２項第１号の「電子情報処理組織」とは、

特定教育・保育施設の使用に係る電子計算機と

利用申込者の使用に係る電子計算機とを電気通
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信回線で接続した電子情報処理組織をいう。 

 ５ 特定教育・保育施設は、第２項の規定により

第１項に規定する重要事項を提供しようとする

ときは、あらかじめ、当該利用申込者に対し、

その用いる次に掲げる電磁的方法の種類及び内

容を示し、文書又は電磁的方法による承諾を得

なければならない。 

⑴ 第２項各号に規定する方法のうち特定教育

・保育施設が使用するもの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

 ６ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育

施設は、当該利用申込者から文書又は電磁的方

法により電磁的方法による提供を受けない旨の

申出があったときは、当該利用申込者に対し、

第１項に規定する重要事項の提供を電磁的方法

によってしてはならない。ただし、当該利用申

込者が再び前項の規定による承諾をした場合は

、この限りでない。 

（あっせん、調整及び要請に対する協力） （あっせん、調整及び要請に対する協力） 

第７条 ＜省略＞ 第７条 ＜省略＞ 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に係る当該特定教育・保育施設の利用について

児童福祉法第２４条第３項（同法第７３条第１

項の規定により読み替えて適用する場合を含む

。第４０条第２項及び第４２条第４項第１号に

おいて同じ。）の規定により市町村が行う調整

及び要請に対し、できる限り協力しなければな

らない。 

２ 特定教育・保育施設（認定こども園又は保育

所に限る。以下この項において同じ。）は、法

第１９条第２号又は第３号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

に係る当該特定教育・保育施設の利用について

児童福祉法第２４条第３項（同法附則第７３条

第１項の規定により読み替えて適用する場合を

含む。）の規定により市町村が行う調整及び要

請に対し、できる限り協力しなければならない

。 

（利用者負担額等の受領） （利用者負担額等の受領） 

第１３条 ＜省略＞ 第１３条 ＜省略＞ 

２及び３ ＜省略＞ ２及び３ ＜省略＞ 
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４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育において提供され

る便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の

額の支払を教育・保育給付認定保護者から受け

ることができる。 

４ 特定教育・保育施設は、前３項の支払を受け

る額のほか、特定教育・保育において提供され

る便宜に要する費用のうち、次に掲げる費用の

額の支払を教育・保育給付認定保護者から受け

ることができる。 

⑴及び⑵ ＜省略＞ ⑴及び⑵ ＜省略＞ 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に

要する費用 

⑶ 食事の提供（次に掲げるものを除く。）に

要する費用 

ア ＜省略＞ ア ＜省略＞ 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育

・保育給付認定子どものうち、負担額算

定基準子ども又は小学校第３学年修了前

子ども（小学校、義務教育学校の前期課

程又は特別支援学校の小学部の第１学年

から第３学年までに在籍する子どもをい

う。以下このイにおいて同じ。）が同一

の世帯に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）

又は（イ）に定める者に該当するものに対す

る副食の提供（アに該当するものを除く

。） 

イ 次の（ア）又は（イ）に掲げる満３歳以上教育

・保育給付認定子どものうち、負担額算

定基準子ども又は小学校第３学年修了前

子ども（小学校、義務教育学校の前期課

程又は特別支援学校の小学部の第１学年

から第３学年までに在籍する子どもをい

う。以下イにおいて同じ。）が同一の世

帯に３人以上いる場合にそれぞれ（ア）又は

（イ）に定める者に該当するものに対する副

食の提供（アに該当するものを除く。） 

(ア)及び(イ) ＜省略＞  (ア)及び(イ) ＜省略＞ 

ウ ＜省略＞ ウ ＜省略＞ 

⑷及び⑸ ＜省略＞ ⑷及び⑸ ＜省略＞ 

５及び６ ＜省略＞ ５及び６ ＜省略＞ 

（特定教育・保育の取扱方針） （特定教育・保育の取扱方針） 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に

定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心

身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を

適切に行わなければならない。 

第１５条 特定教育・保育施設は、次の各号に掲

げる施設の区分に応じて、それぞれ当該各号に

定めるものに基づき、小学校就学前子どもの心

身の状況等に応じて、特定教育・保育の提供を

適切に行わなければならない。 

⑴ ＜省略＞ ⑴ ＜省略＞ 

⑵ 認定こども園（認定こども園法第３条第１ 

項又は第３項の認定を受けた施設及び同条第 

１０項の規定による公示がされたものに限る 

⑵ 認定こども園（認定こども園法第３条第１ 

項又は第３項の認定を受けた施設及び同条第 

１１項の規定による公示がされたものに限る 
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。） 次号及び第４号に掲げる事項 。） 次号及び第４号に掲げる事項 

⑶ ＜省略＞ ⑶ ＜省略＞ 

⑷ 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関 

する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第 

３５条の規定に基づき保育所における保育の 

内容について内閣総理大臣が定める指針 

⑷ 保育所 児童福祉施設の設備及び運営に関 

する基準（昭和２３年厚生省令第６３号）第 

３５条の規定に基づき保育所における保育の 

内容について厚生労働大臣が定める指針 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（特別利用保育の基準） （特別利用保育の基準） 

第３５条 ＜省略＞ 第３５条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設

型給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、前節（第６条第

３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用

する。この場合において、第６条第２項中「特

定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供

している施設に限る。以下この項において同じ

。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とある

のは「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２

項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用保育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用保育を、施設型給付費には特

例施設型給付費（法第２８条第１項の特例施設

型給付費をいう。次条第３項において同じ。）

を、それぞれ含むものとして、本章（第６条第

３項及び第７条第２項を除く。）の規定を適用

する。この場合において、第６条第２項中「特

定教育・保育施設（認定こども園又は幼稚園に

限る。以下この項において同じ。）」とあるの

は「特定教育・保育施設（特別利用保育を提供

している施設に限る。以下この項において同じ

。）」と、「同号に掲げる小学校就学前子ども

に該当する教育・保育給付認定子ども」とある

のは「同号又は同条第２号に掲げる小学校就学

前子どもに該当する教育・保育給付認定子ども

」と、第１３条第２項中「法第２７条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第２８条第２

項第２号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項第３号イ（ア）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用保育を受け

る者を除く。）」と、同号イ（イ）中「教育・保育

給付認定子ども」とあるのは「教育・保育給付
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認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。

）」とする。 

認定子ども（特別利用保育を受ける者を含む。

）」とする。 

（特別利用教育の基準） （特別利用教育の基準） 

第３６条 ＜省略＞ 第３６条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特

例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

前節（第６条第３項及び第７条第２項を除く。

）の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「同条第１号又は第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」と、「同号に掲げる小学

校就学前子どもの区分に係る利用定員」とある

のは「同条第１号に掲げる小学校就学前子ども

の区分に係る利用定員」と、第１３条第２項中

「法第２７条第３項第１号に掲げる額」とある

のは「法第２８条第２項第３号の内閣総理大臣

が定める基準により算定した費用の額」と、同

条第４項第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子

ども」とあるのは「教育・保育給付認定子ども

（特別利用教育を受ける者を含む。）」と、同

号イ（イ）中「教育・保育給付認定子ども」とある

のは「教育・保育給付認定子ども（特別利用教

育を受ける者を除く。）」とする。 

３ 特定教育・保育施設が、第１項の規定により

特別利用教育を提供する場合には、特定教育・

保育には特別利用教育を、施設型給付費には特

例施設型給付費を、それぞれ含むものとして、

本章（第６条第３項及び第７条第２項を除く。

）の規定を適用する。この場合において、第６

条第２項中「利用の申込みに係る法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子ども」とあるのは

「利用の申込みに係る法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子ども」と、「同号に掲げる小

学校就学前子どもに該当する教育・保育給付認

定子ども」とあるのは「同条第１号又は第２号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子ども」と、「同号」とあるのは

「同条第１号」と、第１３条第２項中「法第２

７条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第２８条第２項第３号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第４項

第３号イ（ア）中「教育・保育給付認定子ども」と

あるのは「教育・保育給付認定子ども（特別利

用教育を受ける者を含む。）」と、同号イ（イ）中

「教育・保育給付認定子ども」とあるのは「教

育・保育給付認定子ども（特別利用教育を受け

る者を除く。）」とする。 

第３７条 特定地域型保育事業（事業所内保育事

業を除く。）の利用定員（法第２９条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この章に

おいて同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっ

第３７条 特定地域型保育事業（事業所内保育事

業を除く。）の利用定員（法第２９条第１項の

確認において定めるものに限る。以下この章に

おいて同じ。）の数は、家庭的保育事業にあっ
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ては１人以上５人以下とし、小規模保育事業Ａ

型（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）第２

７条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。第

４２条第３項第１号において同じ。）及び小規

模保育事業Ｂ型（同令第２７条に規定する小規

模保育事業Ｂ型をいう。同号において同じ。）

にあっては６人以上１９人以下とし、小規模保

育事業Ｃ型（同条に規定する小規模保育事業Ｃ

型をいう。附則第４条において同じ。）にあっ

ては６人以上１０人以下とし、居宅訪問型保育

事業にあっては１人とする。 

ては１人以上５人以下とし、小規模保育事業Ａ

型（家庭的保育事業等の設備及び運営に関する

基準（平成２６年厚生労働省令第６１号）第２

８条に規定する小規模保育事業Ａ型をいう。第

４２条第３項第１号において同じ。）及び小規

模保育事業Ｂ型（同省令第３１条に規定する小

規模保育事業Ｂ型をいう。第４２条第３項第１

号において同じ。）にあっては６人以上１９人

以下とし、小規模保育事業Ｃ型（同省令第３３

条に規定する小規模保育事業Ｃ型をいう。附則

第４条において同じ。）にあっては６人以上１

０人以下とし、居宅訪問型保育事業にあっては

１人とする。 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

（内容及び手続の説明及び同意） （内容及び手続の説明及び同意） 

第３８条 ＜省略＞ 第３８条 ＜省略＞ 

 ２ 第５条第２項から第６項までの規定は、前項

の規定による文書の交付について準用する。 

（特定地域型保育の取扱方針） （特定地域型保育の取扱方針） 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準第３５条の規定

に基づき保育所における保育の内容について内

閣総理大臣が定める指針に準じ、それぞれの事

業の特性に留意して、小学校就学前子どもの心

身の状況等に応じて、特定地域型保育の提供を

適切に行わなければならない。 

第４４条 特定地域型保育事業者は、児童福祉施

設の設備及び運営に関する基準第３５条の規定

に基づき保育所における保育の内容について厚

生労働大臣が定める指針に準じ、それぞれの事

業の特性に留意して、小学校就学前子どもの心

身の状況等に応じて、特定地域型保育の提供を

適切に行わなければならない。 

（特別利用地域型保育の基準） （特別利用地域型保育の基準） 

第５１条 ＜省略＞ 第５１条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特別利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特別利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費（法第

３０条第１項の特例地域型保育給付費をいう。
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次条第３項において同じ。）を、それぞれ含む

ものとして、前節（第４０条第２項を除き、前

条において準用する第８条から第１４条まで（

第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定を

適用する。この場合において、第３９条第２項

中「利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲

げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校

就学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この章において同じ。）」とあるのは「同号

又は同条第３号に掲げる小学校就学前子どもに

該当する教育・保育給付認定子ども（第５２条

第１項の規定により特定利用地域型保育を提供

する場合にあっては、当該特定利用地域型保育

の対象となる法第１９条第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

どもを含む。）」と、「同号に掲げる小学校就

学前子ども」とあるのは「同条第３号に掲げる

小学校就学前子ども」と、「教育・保育給付認

定に基づき、保育の必要の程度及び家族等の状

況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと認め

られる満３歳未満保育認定子どもが優先的に利

用できるよう、」とあるのは「抽選、申込みを

受けた順序により決定する方法、当該特定地域

型保育事業者の保育に関する理念、基本方針等

に基づく選考その他公正な方法により」と、第

４３条第１項中「教育・保育給付認定保護者」

とあるのは「教育・保育給付認定保護者（特別

利用地域型保育の対象となる法第１９条第１号

に掲げる小学校就学前子どもに該当する教育・

保育給付認定子どもに係る教育・保育給付認定

保護者を除く。）」と、同条第２項中「法第２

次条第３項において同じ。）を、それぞれ含む

ものとして、本章（第４０条第２項を除き、前

条において準用する第８条から第１４条まで（

第１０条及び第１３条を除く。）、第１７条か

ら第１９条まで及び第２３条から第３３条まで

を含む。次条第３項において同じ。）の規定を

適用する。この場合において、第３９条第２項

中「利用の申込みに係る法第１９条第３号に掲

げる小学校就学前子ども」とあるのは「利用の

申込みに係る法第１９条第１号に掲げる小学校

就学前子ども」と、「満３歳未満保育認定子ど

も（特定満３歳以上保育認定子どもを除く。以

下この章において同じ。）」とあるのは「法第

１９条第１号又は第３号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（

第５２条第１項の規定により特定利用地域型保

育を提供する場合にあっては、当該特定利用地

域型保育の対象となる法第１９条第２号に掲げ

る小学校就学前子どもに該当する教育・保育給

付認定子どもを含む。）」と、「教育・保育給

付認定に基づき、保育の必要の程度及び家族等

の状況を勘案し、保育を受ける必要性が高いと

認められる満３歳未満保育認定子どもが優先的

に利用できるよう、」とあるのは「抽選、申込

みを受けた順序により決定する方法、当該特定

地域型保育事業者の保育に関する理念、基本方

針等に基づく選考その他公正な方法により」と

、第４３条第１項中「教育・保育給付認定保護

者」とあるのは「教育・保育給付認定保護者（

特別利用地域型保育の対象となる法第１９条第

１号に掲げる小学校就学前子どもに該当する教

育・保育給付認定子どもに係る教育・保育給付

認定保護者を除く。）」と、同条第２項中「法

第２９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは

「法第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定
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９条第３項第１号に掲げる額」とあるのは「法

第３０条第２項第２号の内閣総理大臣が定める

基準により算定した費用の額」と、同条第３項

中「前２項」とあるのは「前項」と、同条第４

項中「前３項」とあるのは「前２項」と、「掲

げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食事の

提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲げる

ものを除く。）に要する費用」と、同条第５項

中「前各項」とあるのは「前３項」とする。 

める基準により算定した費用の額」と、同条第

３項中「前２項」とあるのは「前項」と、同条

第４項中「前３項」とあるのは「前２項」と、

「掲げる費用」とあるのは「掲げる費用及び食

事の提供（第１３条第４項第３号ア又はイに掲

げるものを除く。）に要する費用」と、同条第

５項中「前各項」とあるのは「前３項」とする

。 

（特定利用地域型保育の基準） （特定利用地域型保育の基準） 

第５２条 ＜省略＞ 第５２条 ＜省略＞ 

２ ＜省略＞ ２ ＜省略＞ 

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、前節の規定を適用する

。この場合において、第４３条第１項中「教育

・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象

となる法第１９条第２号に掲げる小学校就学前

子どもに該当する教育・保育給付認定子ども（

特定満３歳以上保育認定子どもに限る。）に係

る教育・保育給付認定保護者に限る。）」と、

「法第２９条第３項第２号に掲げる額」とある

のは「法第３０条第２項第３号の瀬戸市が定め

る額」と、同条第２項中「法第２９条第３項第

１号に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２

項第３号の内閣総理大臣が定める基準により算

定した費用の額」と、同条第４項中「掲げる費

用」とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（

特定利用地域型保育の対象となる特定満３歳以

上保育認定子どもに対するもの及び満３歳以上

保育認定子ども（令第４条第１項第２号に規定

する満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係

３ 特定地域型保育事業者が、第１項の規定によ

り特定利用地域型保育を提供する場合には、特

定地域型保育には特定利用地域型保育を、地域

型保育給付費には特例地域型保育給付費を、そ

れぞれ含むものとして、本章の規定を適用する

。この場合において、第４３条第１項中「教育

・保育給付認定保護者」とあるのは「教育・保

育給付認定保護者（特定利用地域型保育の対象

となる法第１９条第１項第２号に掲げる小学校

就学前子どもに該当する教育・保育給付認定子

ども（特定満３歳以上保育認定子どもに限る。

）に係る教育・保育給付認定保護者に限る。）

」と、同条第２項中「法第２９条第３項第１号

に掲げる額」とあるのは「法第３０条第２項第

３号の内閣総理大臣が定める基準により算定し

た費用の額」と、同条第４項中「掲げる費用」

とあるのは「掲げる費用及び食事の提供（特定

利用地域型保育の対象となる特定満３歳以上保

育認定子どもに対するもの及び満３歳以上保育

認定子ども（令第４条第１項第２号に規定する

満３歳以上保育認定子どもをいう。）に係る第

１３条第４項第３号ア又はイに掲げるものを除

く。）に要する費用」とする。 
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る第１３条第４項第３号ア又はイに掲げるもの

を除く。）に要する費用」とする。 

第４章 雑則 

（電磁的記録等） 

第５３条 特定教育・保育施設等は、記録、作成

、保存その他これらに類するもののうち、この

条例の規定において書面等（書面、書類、文書

、謄本、抄本、正本、副本、複本その他文字、

図形等人の知覚によって認識することができる

情報が記載された紙その他の有体物をいう。以

下この条において同じ。）により行うことが規

定されている又は想定されるものについては、

当該書面等に代えて、当該書面等に係る電磁的

記録（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚

によっては認識することができない方式で作ら

れる記録であって、電子計算機による情報処理

の用に供されるものをいう。以下この条におい

て同じ。）により行うことができる。 

２ 特定教育・保育施設等は、この条例の規定に

よる書面等の交付又は提出については、当該書

面等が電磁的記録により作成されている場合に

は、当該書面等の交付又は提出に代えて、第４

項で定めるところにより、教育・保育給付認定

保護者の承諾を得て、当該書面等に記載すべき

事項（以下この条において「記載事項」という

。）を電子情報処理組織（特定教育・保育施設

等の使用に係る電子計算機と、教育・保育給付

認定保護者の使用に係る電子計算機とを電気通

信回線で接続した電子情報処理組織をいう。以

下この項において同じ。）を使用する方法その

他の情報通信の技術を利用する方法であって次

に掲げるもの（以下この条において「電磁的方

法」という。）により提供することができる。

この場合において、当該特定教育・保育施設等

は、当該書面等を交付し、又は提出したものと
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みなす。 

⑴ 電子情報処理組織を使用する方法のうちア

又はイに掲げるもの 

ア 特定教育・保育施設等の使用に係る電子

計算機と教育・保育給付認定保護者の使用

に係る電子計算機とを接続する電気通信回

線を通じて送信し、受信者の使用に係る電

子計算機に備えられたファイルに記録する

方法 

イ 特定教育・保育施設等の使用に係る電子

計算機に備えられたファイルに記録された

記載事項を電気通信回線を通じて教育・保

育給付認定保護者の閲覧に供し、教育・保

育給付認定保護者の使用に係る電子計算機

に備えられた当該教育・保育給付認定保護

者のファイルに当該記載事項を記録する方

法（電磁的方法による提供を受ける旨の承

諾又は受けない旨の申出をする場合にあっ

ては、特定教育・保育施設等の使用に係る

電子計算機に備えられたファイルにその旨

を記録する方法） 

⑵ 磁気ディスク、シー・ディー・ロムその他

これらに準ずる方法により一定の事項を確実

に記録しておくことができる物をもって調製

するファイルに記載事項を記録したものを交

付する方法 

３ 前項各号に掲げる方法は、教育・保育給付認

定保護者がファイルへの記録を出力することに

よる文書を作成することができるものでなけれ

ばならない。 

４ 特定教育・保育施設等は、第２項の規定によ

り記載事項を提供しようとするときは、あらか

じめ、当該記載事項を提供する教育・保育給付

認定保護者に対し、その用いる次に掲げる電磁

的方法の種類及び内容を示し、文書又は電磁的
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方法による承諾を得なければならない。 

⑴ 第２項各号に規定する方法のうち特定教育

・保育施設等が使用するもの 

⑵ ファイルへの記録の方式 

５ 前項の規定による承諾を得た特定教育・保育

施設等は、当該教育・保育給付認定保護者から

文書又は電磁的方法により、電磁的方法による

提供を受けない旨の申出があったときは、当該

教育・保育給付認定保護者に対し、第２項に規

定する記載事項の提供を電磁的方法によってし

てはならない。ただし、当該教育・保育給付認

定保護者が再び前項の規定による承諾をした場

合は、この限りでない。 

６ 第２項から前項までの規定は、この条例の規

定による書面等による同意の取得について準用

する。この場合において、第２項各号列記以外

の部分中「の交付又は提出」とあり、及び「に

記載すべき事項（以下この条において「記載事

項」という。）」とあるのは「による同意」と

、「第４項」とあるのは「第６項において準用

する第４項」と、「提供する」とあるのは「得

る」と、「を交付し、又は提出した」とあるの

は「による同意を得た」と、同項第１号イ中「

記載事項」とあるのは「同意に関する事項」と

、「提供を受ける」とあるのは「同意を行う」

と、「受けない」とあるのは「行わない」と、

同項第２号中「記載事項」とあるのは「同意に

関する事項」と、「交付する」とあるのは「得

る」と、第３項中「前項各号」とあるのは「第

６項において準用する前項各号」と、第４項各

号列記以外の部分中「第２項」とあるのは「第

６項において準用する第２項」と、「記載事項

を提供しよう」とあるのは「同意を得よう」と

、「記載事項を提供する」とあるのは「同意を

得ようとする」と、同項第１号中「第２項各号
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」とあるのは「第６項において準用する第２項

各号」と、前項中「前項」とあるのは「第６項

において準用する前項」と、「提供を受けない

」とあるのは「同意を行わない」と、「第２項

に規定する記載事項の提供」とあるのは「この

条例の規定による書面等による同意の取得」と

読み替えるものとする。 
  

附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業並

びに特定子ども・子育て支援施設等の運営に関する基準（平成２６年内閣

府令第３９号）の一部改正等に伴い、瀬戸市特定教育・保育施設及び特定

地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例中所要の事項を改正する

ため必要があるからである。  
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５年市長提出第５７号議案 

瀬戸市附属機関設置条例の一部改正について 

瀬戸市附属機関設置条例の一部を改正する条例を次のように定めるもの

とする。 

令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之  

瀬戸市附属機関設置条例の一部を改正する条例 

瀬戸市附属機関設置条例（平成２５年瀬戸市条例第１７号）の一部を次

のように改正する。 

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下

線で示すように改正する。

改正後 改正前 

別表（第２条、第３条、第４条関係） 別表（第２条、第３条、第４条関係） 

 

執行 

機関等 

附属機関 担任事務 委員の 

定数 

市長 ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

瀬戸市障

害者地域

自立支援

委員会 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜省略＞ ＜省略＞ 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
 

執行 

機関等 

附属機関 担任事務 委員の 

定数 

市長 ＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

瀬戸市障

害者地域

自立支援

委員会 

＜省略＞ ＜省略＞ 

瀬戸市国

際未来教

育特区学

校審議会 

学校設置会社

の設置する学

校の設置廃止

等、閉鎖命令

、評価等に係

る事項の調査

審議に関する

事務 

６人以内 

＜省略＞ ＜省略＞ ＜省略＞ 

＜省略＞ 
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附 則 

この条例は、公布の日から施行する。 

 

（理 由） 

この案を提出するのは、瀬戸市国際未来教育特区学校審議会を廃止する

に当たり、瀬戸市附属機関設置条例中所要の事項を改正するため必要があ

るからである。 
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５年市長提出第５８号議案 

   市道路線の認定について 

 道路法（昭和２７年法律第１８０号）第８条第１項の規定に基づき、市

道の路線を次のように認定することについて、同条第２項の規定により、

議会の議決を求める。 

  令和５年８月２９日提出 

瀬戸市長 川 本 雅 之 

路線番号 路 線 名 
起 点 

終 点 

１２５７４ 高根１６号線 
高根町１丁目１６９番１地先 

高根町１丁目１６９番１１地先 
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